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年 度 19　7 5　　　 19　8　0　　　 1 9　8　5　　　 1 9　9 0　　 1 9 9 3
シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間
技 術 輸 出 ）
化 学 全 体 16．2　 13．2　 20．9　 11．9　 16．5　 23．6　 18．9　 23．6　 17．0　 23．6
総 合 化 学 10．5　 10．2　　 9．4　 10．2　　 7．7　 10．2　　 8．5　 10．2　　 6．6　 10．2
油 脂 塗 料 2．0　 21．3　　 5．9　 21．3　　 3．0　 21．3　　 3．7　 21．3　　 4．0　 21．3
医 薬 品 2．3　 31．1　 3．6　 31．1　 4．1　 44．8　　 5．4　 44．8　　 5．2　 44．8
そ の 他 化 1．4　 12．9　　 2．0　 12．9　 1．7　 12．9　 1．3　 12．9　 1．2　 12．9
推 計 値 14．8　　　　　 17．2　　　　　　 21．1　　　　　 22．4　　　　　　 23．6
技 術 輸 入 ）
化 学 全 体 11．8　　 －　　 11．7　　 －　　 10．6　 26．8　 13．2　 26．8　 12．1　 26．8
総 合 化 学 7．8　　 －　　　 6．4　 21．9　　 5．6　 21．9　　 5．8　 21．9　　 4．8　 21．9
油 脂 塗 料 1．6　 41．0　 1．7　 41．0　 1．7　 41．0　　 3．8　 41．0　　 2．5　 41．0
医 薬 品 1．3　　 －　　　 1．8　 44．4　　 2．2　 44．4　　 3．0　 44．4　　 3．9　 44．4
そ の 他 化 1．1 17．8　 1．8　 17．8　 1．1 17．8　　 0．6　 17．8　　 0．9　 17．8



















































































































































































































































年 度 19　7 5　　　 19 8　0　　　 1 9　8　5　　　 19　9 0　　 19 9　3
シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間
技 術 輸 出 ）
電 気 全 体 18．1　 26．6　 18．1　 26．6　 24．5　 21．0　 23．6　 21．0　 24．8　 21．0
電 気 器 具 8．7　 21．8　　 8．0　 21．8　　 8．8　 21．6　　 9．4　 21．6　　 9．6　 21．6
通 信 電 子 9．4　 26．9　 10．1　 26．9　 15．7　 19．2　 14．2　 19．2　 15．2　 19．2
推 計 値 24．4　　　　　 24．6　　　　　 20．1　　　　　 20．2　　　　　 20．1
技 術 輸 入 ）
電 気 全 体 17．0　　 －　　　 20．9　　 －　　　 32．3　 17．5　 23．3　 17．5　 31．7　 17．5
電 気 器 具 7．2　　 －　　　 5．4　 16．6　　 5．5　 16．6　　 5．1 18．0　　 6．7　 18．0
通 信 電 子 9．8　　 －　　 15．5　　 －　　 26．8　　 －　　 18．2　 15．4　 25．0　 15．4
























































































年 度 19　7　5　　　 19 8　0　　　 19　8　5　　　 19　9 0　　 1 9 9　3
シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間　 シェア％　 期 間
技 術 輸 出 ）
輸 送 機 械 6．1 19．4　 13．8　 19．4　 13．2　 19．4　 13．6　 39．3　 15．0　 39．3
自動 車 2．5　 42．5　　 4．1　 42．5　　 9．5　 27．9　 10．2　 42．5　 12．0　 42．5
そ の 他 3．6　 18．3　　 9．7　 13．1　 3．7　 18．2　　 3．4　 18．2　　 3．0　 18．2
推 計 値 28．3　　　　　　 21．9　　　　　　 25．2　　　　　　 36．4　　　　　　 37．7
技 術 輸 入 ）
輸 送 機 械 23．1　　　　 13．0　 23．3　 11．4　 23．3　 10．0　 26．3　 15．2　 26．3
自動 車 14．6　　 －　　　 3．6　 20．2　　 3．7　 20．2　　 3．1　 20．2　　 7．4　 20．2
そ の 他 8．5　　 －　　　 9．4　　 －　　　 7．7　 29．3　　 6．9　 29．3　　 7．8　 29．3
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86～92
～1985
86～92
～1979
1980～
～1979
80～85
86一一92
～1979
1980一一
～1979
1980～
～1979
80一一85
1986～
～1979
1980～
～1977
78～85
86～92
～1979
1980一一
～1985
1986～
～1985
1986～
イタリア
オランダ
スイス
スウェーデン
スペイン
ドイツ
フランス
ベルギー
アフリカ地域
南アフリカ
オセアニア地域
オーストラリア
ニュージイランド
＊これでも不足
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表7　指数関数減衰モデルによる技術輸入の国・地域別契約期間
国・地域別 年度別　　　　契約期間（年）
全地域
アジア地域
北アメリカ
合衆国
カナダ
メキシコ
南アメリカ
ヨーロッパ地域
イギリス
イタリア
オランダ
スイス
スウェーデン
オーストリア
ドイツ
フランス
ベルギー
デンマーク
アフリカ地域
オセアニア地域
オーストラリア
ニュージイランド
1982～　　　　　17．3
17．7
17．9
10．7
?
???????????? ????????????? ??????
??
?
????
＊1983年度以降
胃34胃
全体の傾向をほぼ代表しており、平均13．1年である。カナダは短く9．0年、
メキシコはカナダよりはやや長く11．2年であるが、これら2国への技術輸出
件数は北米地域全体の契約期間に影響を与えるほど多くない。
次に、南アメリカ地域については、技術輸出が行われているのは、主にブラジル
とアルゼンチンで、地域全体の平均は10．7年であるが、ブラジルは短く平均
7．8年、アルゼンチンが長く平均15．3年という結果になった。
ヨーロッパ地域には数多くの国々があり、技術輸出もこれら多くの国々に対し
て行われているが、契約期間推定に必要な輸出件数があったのは、表に示した国
々であり、その他の国については契約件数が少なく、契約期間の推定は困難であ
ったため計算は省略した。ヨーロッパ全体の平均は10．4年であり、これより
長いのはイギリス12．9年、スペイン11．2年、ドイツ11．4年、であり、
逆に短いのはイタリア9．9年、スウェーデン8．6年、フランス8．9年、ベ
ルギー8．9年で、オランダは地域全体とほぼ同じ10．1年であった。
アフリカ地域では技術輸出の多くは南アフリカ向けであるが、最近ではエジプ
ト、ケニア、ナイジェリアなどへの技術輸出も見られるようになった。また、過
去の一時期にはリベリアへの技術輸出も相当数あったが、やはり通年では件数的
にはそう大きくない。契約期間はアフリカ地域全体では7．6年と短い。
最後にオセアニア地域であるが、オセアニアではオーストラリアとニュージー
ランド2国がその殆どを占めており、契約期間はオセアニア全体で10．6年で、
オーストラリアは地域全体の推定値よりやや大きく11．5年、ニュージーラン
ドは13．4年と、それぞれから類推した全体に対する数値と単独に計算した全
体の値とが矛盾しているが、その理由は明かではない。
2．3．2　技術輸入の国・地域別契約期間
技術輸入についてはアジアからのものは殆ど無く、欧米からが大半であること、
また、一般に技術輸入は技術輸出に比べて契約期間が長いため、前報で述べたよ
うに1973年度以前に遡って長期間データを補足する必要があるが、このよう
な長期に亘って補足を行うと、補足の仕方によって精度が問題になることから、
技術輸出の場合と同様に統計開始前5年分のデータの補足にとどめたとともに、
業種によっては一定の期間減衰無しとの仮定のもとで、契約期間の推定を行って
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いる。そのため、その影響が及ぶ期間を除外したため1982度以降の値を比較
した。全地域の平均は1982年度以降17．3年とこれまでの結果同様、技術
輸出に比べて著しく長いという結果になっている。
北アメリカ地域の契約期間は17．7年と全地域の平均17．3年に近い。ま
た、技術輸入の大半はアメリカ合衆国からであるため、北アメリカ地域全体とア
メリカ合衆国はほとんど同じであり17．9年、カナダが短くて10．7年、メ
キシコからは技術輸入は殆ど無しであった。ここでもカナダからの技術輸入件数
は少なく、北米地域全体には殆ど影響を与えていない。
ヨーロッパからの技術輸入について、地域全体の平均は17．5年で、これま
た全地域の平均値に近いが、国によって若干の違いがあり、平均より長いのは、
オランダ18．9年、スウェーデン18．5年、ドイツ19．8年などであり、
平均値より短いのは、イタリア12．4年、オーストリア14．2年、デンマー
ク13．1年で、イギリス17．6年、スイス17．1年、フランス17．2年、
ベルギー17．5年などの国々はほぼ全地域の平均値に近い。また、技術輸出の
際には相当数あったスペインからの技術輸入件数は少なく対象外、その代わり技
術輸出件数は少なかったオーストリアからの技術輸入について契約期間を求めた。
オセアニア地域からも技術輸入は数10件から最大90件程度あるが、その大
半はオーストラリアであり、推定契約期間は14．8年と全地域の平均値より若
干短い。これらの結果から、技術輸入の契約期間については、ヨーロッパ地域の
中では国により若干違いが見られるが、全体としては国・地域等による大きな違
いはないことがわかった。これらの結果は前述したように、各業種が種々の技術
を、種々の国または地域から輸入していることをうかがわせる。
以上国・地域別技術輸出・人の契約期間を推定した結果、技術輸出ではアジア、
西アジアで若干短く契約期間に違いが見られるが、技術輸入では国・地域による
違いは比較的小さいことが分かった。違いが生じる原因としては、技術輸出では
国・地域によって技術の種類や中身が違うこと、また、技術を輸出した業種の違
い、契約相手国先の規制や制約などの違いが影響しているものと考えられる。こ
れに対して技術輸入では、国・地域により若干の違いは見られるものの、相手先
が先進諸国にほぼ限定されることから、契約条件が比較的似通ったものになった
ものと思われる。これらについて更に細かく業種別に見れば技術貿易の傾向がわ
－36－
かると思われるが、業種別まで踏み込むと契約件数が著しく少なくなり、精度が
低下すると思われるので、これ以上の検討は行わなかった。
3．契約期間から類推した我が国技術貿易の構造
数値解析により推定した契約期間ならびに各業界関係者からの聞き取り調査の
結果、我が国の技術貿易について以下に示すような構造が類推できる。
1）数値解析による技術貿易契約期間の推定の結果、「全産業の技術輸出と技術
輸入の契約期間を比較すると、技術輸入の契約期間が技術輸出の契約期間に
比べて長い」ことがわかった。その理由として、技術輸出では継続期間が短
いノウハウの割合が多く、長期間継続する基本特許が少ないが、技術輸入で
はその逆の傾向があるためと考えられる。
実際これまでの当研究所の調査によれば1993年度に新規に結ばれた技
術貿易の契約に特許とノウハウが含まれる割合は技術輸出で40％、90％
であるのに対して、技術輸入ではそれぞれ50％、60％であり、技術輸出
では技術輸入に比べてノウハウの割合が高いという結果が得られているから
である。
この件につき業界筋に対する聞き取りを行ったところ、我が国の輸出技術
はノウハウが主体の物が多く、輸入技術は基本特許など特許が主体の物が多
いとのことであり、契約期間が異なる原因として、技術の主体が継続期間の
長い特許か継続期間の短いノウハウかに依存するという推測に対する裏付け
が得られた。
2）業種別に契約期間を見ると、「技術輸出では建設業、鉄鋼業などの業種の契
約期間は短く、化学工業、特に医薬品工業、電気機械工業、自動車工業など
の業種の契約期間は著しく長い。一方、技術輸入の契約期間は概して技術輸
出に比べて長く、業種による著しい違いはない」ことがわかった。
これまでの当研究所の調査結果を見ると、技術輸出の中身は各業種に関連
の深い分野の技術が大半を占めるのに対して、輸入技術の中身は広く種々の
分野に関する技術であることが明らかにされている。従って技術輸出におい
ては、技術内容の違いにより契約期間がばらつくのに対して、技術輸入では
各業種が種々の分野の技術を導入しているため契約期間が平均化され、業種
間では違いがみられなくなるものと類推される。
ー37－
実際、業界筋に対する聞き取り調査の結果を見ると、［建設、鉄鋼などの
業種では、大きな工事やプラント輸出などに付随する技術としての設計図面、
技術指導、工程や品質管理技術などが主であり、契約期間は概して短い。こ
れに対して電気、自動車など製品を製造する技術、コンピュータソフトなど
が主体の技術の契約期間は長くなる。特に、医薬品などR＆Dや臨床試験な
どに時間と費用のかかる業種では長期間に亘りその費用を回収しようとする
ため契約期間は長くならざるを得ない］とのことであり、技術輸出の場合技
術分野によって契約期間の長さが長くなったり短くなったりしている現状が
確認された。
3）数値解析の結果から、「技術輸出の契約期間は対アジア地域で若干短く、対
欧米で長い、また、技術輸入の契約期間は概して長く、米国とヨーロッパで
契約期間が異なる業種がある」ことがわかった。業界筋の話し等からその理
由を考えると、アジアの国または地域の中には政策上契約期間を短めにする
よう要請しているところもあること、また、技術の中身もアジア向けのもの
は継続期間の短いノウハウが主体であることが技術輸出の契約期間が短い理
由であると考えられる。これに対して、対欧米の場合には継続期間に関する
規制はなく、技術の中身も継続期間の長い特許がらみのものが多くなってい
るため契約期間が長くなっていると考えられる。なお、業界筋の話しによれ
ば、米国とヨーロッパの契約期間の違いは輸入している技術の中身の違いに
よるものと考えられるとのことであった。
4）業界筋の話から一貫して感じられることは、契約期間の長短は、対価の受け
払い方法や、技術レベル、相手先国との力関係、交渉力の違い、需要供給の
関係などが複雑にからんで決まってくるものであるということであった。
4．まとめ
本報告では、数値解析により推定した契約期間ならびに各業界における聞き取
り調査の結果、技術輸出と技術輸入、業種別、国・地域別にその構造を類推した。
本解析は、総務庁統計における新規契約件数を土台として技術貿易の契約期間を
求め、これから構造の類推を試みたものであることから、新規契約件数の把握が
解析の精度に影響を与えると考えられる。また、本解析方法では統計の開始以前
のデータの補完を行っているが、これら過去のデータの補完方法も解析の精度に
－38－
少なからず影響を及ぼすと考えられることから、契約期間を精度良く求めるため
には、今後統計開始前のデータの補完方法等についての検討が必要であろう。
付　記
本報告書の作成にあたり、お忙しい中聞き取り調査に対するご協力ならびに数
々の有意義なコメントを頂いた各業界の実務担当者の方々ならびに所内各氏に感
謝致します。
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